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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第104期

第２四半期連結
累計期間

第105期
第２四半期連結
累計期間

第104期

会計期間

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成23年
　　３月31日

売上高 (百万円) 22,236 20,909 44,116

経常利益 (百万円) 1,244 490 2,011

四半期(当期)純利益 (百万円) 597 308 885

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 473 200 851

純資産額 (百万円) 14,423 15,001 14,801

総資産額 (百万円) 57,784 58,550 58,913

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 8.92 4.61 13.23

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.0 25.6 25.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,165 △215 3,447

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △117 △404 △498

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,952 △544 △2,377

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 5,403 5,709 6,882

 

回次
第104期

第２四半期連結
会計期間

第105期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成23年
　　７月１日
至　平成23年
　　９月30日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 4.82 2.06

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

４　第104期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本文の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により自動車、電機産業に甚大な影

響が生じましたが、サプライチェーンの復旧につれて持ち直しの動きが出ております。しかしながら原発事故に

起因する電力問題や急激な為替の変動により国内産業の海外移転が進み、空洞化の様相を示しております。

世界経済はアジアを中心とする新興国需要が牽引し、穏やかな成長が予測されますが欧州の財政問題、アメリ

カの景気不安、中国におけるインフレ抑制策による調整などが懸念されます。

ステンレス業界においては、国内では震災による復興需要はあるものの、自動車、電機産業の大幅な生産調整

と電力問題の発生により需要は減少いたしました。海外では円高の影響により価格競争力が大きく低下してお

ります。

当社グループは、このような状況のもと、よりユーザー密着型とするためプレゼンテーションを強化すると同

時に市場調査を充実し次世代商品を開発、さらに技術革新を進めてまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高につきましては、前年同四半期連結累計期間と比べ13億２千６

百万円(6.0％)減収の209億９百万円となりました。損益面につきましては、営業利益は、前年同四半期連結累計

期間と比べ７億９千４百万円(53.4％)減益の６億９千２百万円、経常利益は、前年同四半期連結累計期間と比べ

７億５千４百万円(60.6％)減益の４億９千万円、四半期純利益は、前年同四半期連結累計期間と比べ２億８千８

百万円(48.3％)減益の３億８百万円となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

①　みがき帯鋼部門

冷間圧延ステンレス鋼帯の自動車用途につきましては、震災影響により国内だけでなく海外自動車メー

カーの生産にも影響がおよびモール材などの数量回復が遅れております。また、欧州や米国での景気低迷で太

陽電池向けの大幅な調整が行われ、超円高の為替相場による大幅な価格競争力低下とあいまって非常に厳し

い受注環境でありました。

みがき特殊帯鋼につきましては、主力の自動車用途では、震災直後は影響がありましたが、幅広い車種に採

用されていることもあり、上期後半には回復し、また刃物関連での復興需要もあり、大きな減収はありません

でした。

マグネシウム合金帯につきましては、プレゼンテーション活動の継続や加工技術の指導も含めた拡販活動

を行っており、IT機器向けでの新規採用などで数量金額共に伸張しております。

以上の結果、みがき帯鋼部門の売上高は、前年同四半期連結累計期間と比べ16億２千９百万円(8.9％)減収

の167億６千６百万円となりました。営業利益は、前年同四半期連結累計期間と比べ７億９千４万円(49.0％)

減益の８億２千８百万円となりました。

 

②　加工品部門

加工品部門では、震災による受注への影響はありましたものの、戦略商品である異形鋼のプレゼンテーショ

ン強化による受注増、ステンレス精密細管では欧州向け環境対応車に使用されるセンサー管の受注増などに

より、震災影響による受注の落ち込みを補う以上の販売を確保いたしました。また、フォーミング製品に加え

新たに平鋼製品の海外生産の準備を開始しました。

以上の結果、加工品部門の売上高は、前年同四半期連結累計期間と比べ３億２百万円(7.9％)増収の41億４

千３百万円となりました。営業利益は、前年同四半期連結累計期間と比べ３千７百万円(9.8％)増益の４億１

千６百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ３億６千２百万円減少の585億５千万円と

なりました。流動資産は、１億６千４百万円減少の274億４千２百万円となりました。借入金の返済及びたな卸資

産の増加等により現金及び預金は12億１百万円減少いたしました。一方、たな卸資産は夏場の電力不足対応で前

倒し生産を行いましたが、円高の影響により自動車向けの回復がずれ込み、11億４千３百万円増加いたしまし

た。固定資産は、１億９千７百万円減少の311億８百万円となりました。これは主に、有形固定資産が１億２百万

円減少し、株価下落に伴う含み益の減少により投資有価証券が１億１千４百万円減少したことによるものであ

ります。

負債合計は、前連結会計年度末と比べ５億６千３百万円減少の435億４千８百万円となりました。これは主に、

長期、短期を合わせた借入金が５億１千６百万円減少したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末と比べ２億円増加の150億１百万円となりました。これは主に、株主資本が四半期

純利益３億８百万円により増加した一方、有価証券の含み益の減少により、その他の包括利益累計額が１億７百

万円減少したことによるものであります。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、25.6％(前連結会計年度末25.1％)となりまし

た。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動による収支と投

資活動による収支を合わせると、６億１千９百万円の支出(前年同四半期連結累計期間20億４千７百万円の収

入)であり、これに、財務活動による収支を加味すると、11億６千４百万円(前年同四半期連結累計期間９億４百

万円)の支出となり、前連結会計年度末に比べ資金は11億７千３百万円の減少となり、当第２四半期連結会計期

間末には57億９百万円となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、２億１千５百万円の支出(前年同四半期連結累計期間21億６千５百

万円の収入)となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が４億８千１百万円(前年同四半期連結累

計期間11億５千２百万円)、減価償却費が７億８千万円(前年同四半期連結累計期間７億７千１百万円)であ

り、仕入債務の増加により２億８千８百万円の収入があった一方、たな卸資産の増加により11億６千３百万円

の支出等があったことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、４億４百万円(前年同四半期連結累計期間１億１千７百万円)の支

出となりました。これは、有形固定資産の取得による支出が４億５千２百万円(前年同四半期連結累計期間２

億３千２百万円)等によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、５億４千４百万円(前年同四半期連結累計期間29億５千２百万円)

の支出となりました。これは、長期借入金の返済による支出31億４千５百万円(前年同四半期連結累計期間31

億１千２百万円)と短期借入金の純増による収入24億２千８百万円等によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億１千５百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,000,000同左
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 67,000,000同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年９月30日 ― 67,000 ― 6,857 ― 986
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(6) 【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日鐵住金ステンレス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 8,725 13.02

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋一丁目４番１号 3,787 5.65

JFE商事株式会社 大阪府大阪市北区堂島一丁目６番20号 2,820 4.21

日本金属取引先持株会 東京都港区芝五丁目30番７号 2,196 3.28

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,576 2.35

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 1,205 1.80

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,067 1.59

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,025 1.53

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 1,000 1.49

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 1,000 1.49

計 ― 24,401 36.42

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４)　　1,576千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　　　1,067千株

 

EDINET提出書類

日本金属株式会社(E01276)

四半期報告書

 8/20



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式      41,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　66,813,000 66,813 ―

単元未満株式 普通株式　　 146,000 ― ―

発行済株式総数 67,000,000― ―

総株主の議決権 ― 66,813 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株(議決権９個)含まれており

ます。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式498株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本金属株式会社

東京都板橋区舟渡
四丁目10番１号

41,000 ― 41,000 0.06

計 ― 41,000 ― 41,000 0.06

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、三優監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,013 5,811

受取手形及び売掛金 ※１
 11,014

※１
 11,094

商品及び製品 4,106 4,518

仕掛品 3,323 4,021

原材料及び貯蔵品 1,022 1,055

その他 1,151 1,008

貸倒引当金 △25 △68

流動資産合計 27,607 27,442

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,333 4,319

機械装置及び運搬具（純額） 6,385 6,071

土地 16,549 16,521

その他（純額） 781 1,033

有形固定資産合計 28,049 27,946

無形固定資産 275 230

投資その他の資産

投資有価証券 1,897 1,783

その他 1,147 1,222

貸倒引当金 △63 △74

投資その他の資産合計 2,981 2,931

固定資産合計 31,306 31,108

資産合計 58,913 58,550

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,253 12,427

短期借入金 12,151 13,910

その他 2,452 2,525

流動負債合計 26,857 28,863

固定負債

長期借入金 10,943 8,667

再評価に係る繰延税金負債 4,034 4,034

退職給付引当金 1,953 1,699

その他 322 282

固定負債合計 17,254 14,685

負債合計 44,112 43,548
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,857 6,857

資本剰余金 986 986

利益剰余金 1,898 2,207

自己株式 △8 △8

株主資本合計 9,733 10,042

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 306 232

繰延ヘッジ損益 － △14

土地再評価差額金 4,854 4,854

為替換算調整勘定 △93 △113

その他の包括利益累計額合計 5,067 4,959

純資産合計 14,801 15,001

負債純資産合計 58,913 58,550
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 22,236 20,909

売上原価 18,103 17,552

売上総利益 4,133 3,357

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 501 460

役員報酬及び給料手当 1,063 1,109

賞与引当金繰入額 86 110

退職給付費用 105 83

減価償却費 113 124

貸倒引当金繰入額 13 54

その他 762 722

販売費及び一般管理費合計 2,646 2,664

営業利益 1,486 692

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 24 29

受取賃貸料 33 33

スクラップ売却収入 20 31

その他 22 12

営業外収益合計 102 107

営業外費用

支払利息 163 144

退職給付費用 130 128

その他 50 36

営業外費用合計 344 309

経常利益 1,244 490

特別利益

固定資産売却益 2 3

その他 6 －

特別利益合計 9 3

特別損失

固定資産除却損 43 8

投資有価証券評価損 － 3

その他 58 0

特別損失合計 101 12

税金等調整前四半期純利益 1,152 481

法人税、住民税及び事業税 44 89

法人税等調整額 510 83

法人税等合計 555 173

少数株主損益調整前四半期純利益 597 308

四半期純利益 597 308
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 597 308

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △108 △74

繰延ヘッジ損益 － △14

為替換算調整勘定 △15 △19

その他の包括利益合計 △124 △107

四半期包括利益 473 200

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 473 200

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,152 481

減価償却費 771 780

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 54

賞与引当金の増減額（△は減少） 11 △15

退職給付引当金の増減額（△は減少） △88 △254

受取利息及び受取配当金 △26 △30

支払利息 163 144

為替差損益（△は益） 6 7

固定資産除却損 43 8

投資有価証券評価損益（△は益） － 3

売上債権の増減額（△は増加） △182 △188

たな卸資産の増減額（△は増加） △441 △1,163

仕入債務の増減額（△は減少） 723 288

その他 210 △54

小計 2,352 63

利息及び配当金の受取額 28 30

利息の支払額 △156 △141

役員退職慰労金の支払額 － △68

法人税等の支払額 △59 △99

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,165 △215

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △232 △452

有形固定資産の売却による収入 13 29

無形固定資産の取得による支出 △7 △1

投資有価証券の取得による支出 △4 △4

投資有価証券の売却による収入 1 －

貸付けによる支出 △0 △6

貸付金の回収による収入 117 4

その他 △4 27

投資活動によるキャッシュ・フロー △117 △404

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 77 2,428

長期借入れによる収入 100 200

長期借入金の返済による支出 △3,112 △3,145

配当金の支払額 △1 △0

自己株式の取得による支出 △0 △0

その他 △15 △28

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,952 △544

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △931 △1,173

現金及び現金同等物の期首残高 6,335 6,882

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 5,403

※１
 5,709
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【追加情報】

 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

※１　受取手形割引高　　　　　　　　　　　70百万円 ※１　受取手形割引高　　　　　　　　　　　40百万円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,562百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △159百万円

現金及び現金同等物 5,403百万円
　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,811百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △101百万円

現金及び現金同等物 5,709百万円

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期
連結損益計算書
計上額
(注)２みがき帯鋼 加工品

売上高      

　外部顧客への売上高 18,395 3,840 22,236 ― 22,236

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

746 5 751 △751 ―

計 19,142 3,845 22,988 △751 22,236

セグメント利益 1,623 379 2,002 △515 1,486

(注) １　セグメント利益の調整額△515百万円には、セグメント間取引△751百万円、各報告セグメントに配分していない全社

費用235百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期
連結損益計算書
計上額
(注)２みがき帯鋼 加工品

売上高      

　外部顧客への売上高 16,766 4,143 20,909 ― 20,909

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

859 5 864 △864 ―

計 17,625 4,148 21,774 △864 20,909

セグメント利益 828 416 1,245 △552 692

(注) １　セグメント利益の調整額△552百万円には、セグメント間取引△864百万円、各報告セグメントに配分していない全社

費用312百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 8.92円 4.61円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 597 308

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 597 308

普通株式の期中平均株式数(千株) 66,960 66,958

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

タイ王国において平成23年10月に発生した大規模洪水被害により、当社の連結子会社であるNIPPON

KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.が浸水被害を受け、操業を停止しております。被害状況については、たな卸資

産、有形固定資産等に被害を受けましたが、現時点で浸水中のため、影響額の精査を続けている状況です。ま

た、復旧の時期や当該洪水が当社グループの今後の営業活動に及ぼす影響を現時点で合理的に見積ることは

困難であります。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成23年11月11日

日本金属株式会社

取締役会　御中

三優監査法人
 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　杉　　田　　　　　純　　㊞

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　小　　林　　昌　　敏　　㊞

 

業務執行社員  公認会計士　　増　　田　　涼　　恵　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本金属株
式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成23年７月１
日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期
連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本金属株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、平成23年10月にタイ王国で発生した大規模な洪水により、連結子会社の
NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.が被災している。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
 
※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出会社が別

途保管している。
　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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